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教授 

敬称略、五十音順 
事務局：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価広報部 
 

注＊：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：九

州大学大学院システム情報科学研究院）「NEDO 技術委員・技術評価委員規

程」第３４条（評価における利害関係者の排除）により、利害関係はない

とする。 
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プロジェクト概要 

作成日 平成 21 年 6月 3日 

制度・施策（プログラ
ム）名 

ロボット・新機械イノベーションプログラム  

事業(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)名 
戦略的先端ロボット要素技術開
発プロジェクト 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 Ｐ０６０２３ 

担当推進部/担当者 機械システム技術開発部 若林潔、九津見啓之 

０．事業の概要 

我が国は、少子高齢化・労働力の減少、アジア諸国の台頭を背景とした国際競争
の激化、地震など大規模災害に対する不安といった社会的課題を抱えている。この
ような中、製造現場を含めた様々な分野における諸課題を、ロボット技術を活用す
ることにより解決することが期待されている。 
本事業では、将来の市場ニーズ及び社会的ニーズから導かれ、かつ、「市場の失

敗」に対応すべく国として関与すべき「ミッション」を、必要とされるロボットシ
ステム及び要素技術を開発し活用することで達成し（＝アウトプット）、もって当
該ニーズを満たす一助となること（＝アウトカム）」を目的とする。 
また、我が国経済の成長の源泉であるイノベーションの推進を通じて、先端的な

ロボットシステム及び要素技術を開発することにより、我が国ロボット産業の国際
競争力を強化・維持するとともに、当該技術群が、ロボット以外の製品分野（自動
車・情報家電等）にも広く波及することが期待される。 

Ⅰ．事業の位置付け・
必要性について 

我が国に蓄積されたロボット技術を活用して、ロボットの基盤的要素技術及びシ
ステム開発をさらに推進することにより、製造分野をはじめとする一部の分野に限
られているロボットの適応分野を、技術開発や制度整備等を通じて、生活，福祉介
護や災害救助などの様々な分野に拡大することで、ロボット産業を我が国における
基幹産業の１つに成長させることを目的として、本事業を実施する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

本事業では、「将来の市場ニーズ及び社会的ニーズから導かれる「ミッション」を、
必要とされるロボットシステム及び要素技術を開発し活用することにより、達成す
ること」を目標とする。「ミッション」を設定する分野は、「ロボット技術戦略マッ
プ」を踏まえ、将来の市場ニーズ及び社会的ニーズが高いと考えられる「製造分野」、
「サービス分野」及び「特殊環境下での作業分野」の３分野とする。「ミッション」
とは、上記３分野において、本プロジェクト終了時点（平成２２年度末）に達成さ
れるべき作業内容をいう。したがって、「ロボットシステム又は要素技術の開発」自
体が本プロジェクトの目標ではなく、これらのシステム又は技術を用いて、あらか
じめ設定された作業内容を実行すること、すなわち「ミッション」を達成すること
が、本プロジェクトの目標となる。 

事業の計画内容 

主な実施事項 H18fy H19fy H20fy H21fy H22fy  

柔軟物も取扱える生産
用ロボットシステム       

人間・ロボット協調型
セル生産組立システム       

片付け作業用マニピュ
レーションＲＴシステ
ム 

      

高齢者対応コミュニケ
ーションＲＴシステム

 
     

ロボット搬送システム
 

     

被災建造物内移動ＲＴ
システム 

 
     

建設系産業廃棄物処理
ＲＴシステム 

 
     

開発予算 
（会計・勘定別に事
業費の実績額を
記載） 

（単位：百万円） 
（委託） 

会計・勘定 H18fy H19fy H20fy H21fy H22fy 総額 

一般会計 1,042 940 754 718 (718) (4,172)

特別会計 
（電多・高度化・石油の別） 0 0 0   0 

総予算額 1,042 940 754 718 (718) (4,172)
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開発体制 

経産省担当原課 製造産業局産業機械課 

プロジェクトリーダー 千葉工業大学 平井成興 

委託先（＊委託先が管
理法人の場合は参加企
業数も記載） 

東北大学、株式会社安川電機、筑波大学、三菱電機株式会
社、ファナック株式会社、独立行政法人産業技術総合研究
所、川田工業株式会社、ＴＨＫ株式会社、財団法人四国産
業・技術振興センター、香川大学、株式会社プレックス、
宝田電産株式会社、香川県産業技術センター、セイコーエ
プソン株式会社、野村ユニソン株式会社、株式会社ハーモ
ニック・ドライブ・システムズ、早稲田大学、株式会社け
いはんな、奈良先端科学技術大学院大学、オムロン株式会
社、積水ハウス株式会社、株式会社ニルバーナテクノロジ
ー(平成 20 年 7月まで)、三菱重工業株式会社、東京大学、
東京工業大学、株式会社国際電気通信基礎技術研究所、富
士通株式会社、横浜国立大学、電気通信大学、村田機械株
式会社、慶應義塾大学、東芝テック株式会社、株式会社東
芝、財団法人理工学振興会、株式会社ハイボット、株式会
社インターネットイニシアティブ、特定非営利活動法人国
際レスキューシステム研究機構、バンドー化学株式会社、
株式会社シンクチューブ、ビー・エル・オートテック株式
会社、独立行政法人情報通信研究機構、株式会社ハイパー
ウェブ、東急建設株式会社、株式会社日立建機、名城大学、
大阪大学、清水建設株式会社 

情勢変化への対応 

（１）柔軟な実施体制の変更 
ユーザーニーズにを基づいたＲＴシステムの開発を行うため、実際のユーザー

企業が不明確なグループには再委託先としてユーザー企業を参画させた。 
また、業績不振によりプロジェクトから抜けた実施者がグループでは外部協力

者としてグループの 
（２）ステージゲート評価結果を受けての再公募の実施 

ステージゲートにおいて基準を満たさなかったテーマについては、全てのグル
ープの委託を打ち切り、再公募を実施した。 

（３）最終目標の見直し 
ステージゲートを通過したグループについては、最終目標を見直し、数値目標

を含め具体的な目標を再設定した。 
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Ⅲ．研究開発

成果および

実用化、事業

化の見通し

について 

 

１．次世代産業用ロボット分野 

１．１ 柔軟物も取り扱える生産用ロボットシステム 

ワイヤーハーネスのような柔軟物を迅速活高精度・高信頼度にハンドリン

グできるマニピュレーション技術や知的にハンドリングするためのセンサ利

用技術、短時間で還元に作業を提示できる次世代教示機能等を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ 人間・ロボット協調型セル生産組立システム 

作業者とロボットとが協働できるための安全管理技術や必要な時に必要な

量の部品を整列して供給する作業支援技術、作業者が習熟しやすい作業情報

提示技術等を開発した｡ 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 柔軟物も取り扱える生産用ロボットシステム 

図２ 人間・ロボット協調型セル生産組立システム 
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 ２．サービスロボット分野 

２．１ 片付け作業用マニピュレーションＲＴシステム 

食器や洗濯物等の多様な形状を有する対象物を迅速・確実にハンドリング

できるマニピュレーション技術や対象物の位置姿勢を識別し収納するための

空間構造化技術、これらを実行するためのマニピュレータ等を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．２ 高齢者対応コミュニケーション RT システム 

さまざまな年齢層に適応した、会話を主体としたコミュニケーション技術

や物理空間行動を伴うヒューマンロボットインタラクション技術、室内にお

ける人、物等の関係性を知識化する空間構造化技術、指示に基づいて簡単な

作業を自律的に実行する技術等を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 片付け作業用マニピュレーションＲＴシステム 

図４ 高齢者対応コミュニケーションＲＴシステム 
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 ２．３ ロボット搬送システム 

大規模商業施設等において、人や物、環境の状況を把握して自律移動する技

術や人とロボットが共存する環境下での安全(事故防止)技術等を開発した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 特殊環境用ロボット分野 

３．１ 被災建造物内移動ＲＴシステム 

複数のロボットが地下街、高層ビル等の閉鎖空間階段、ドアを含む)において、

障害物の回避・乗り越え・軽量物の排除を行いながら半自律走行できる迅速

な移動技術や、軽量簡易型のインタフェースで複数ロボットの同時遠隔操作

(移動行動司令)ができるヒュ-マンインタフェース技術、複数の遠隔操作用映

像を含むセンシング情報をリアルタイムに安定して伝送できる通信技術、複

数ロボットの走行経路をモニタリングし、複数の映像を含むセンシング情報

をGIS(Geographic Information System)上にマッピングできる測位技術とGIS

技術等を開発した｡ 

 

図５ ロボット搬送システム 
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３．２ 建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム 

建物解体時に発生する廃棄物材質の判定手法や解体・選別作業を効率よく

安全に、かつ高信頼度で行う技術解体現場で使用可能で建設機械相当の耐環

境性を持つ次世代マニピュレータ、現場作業員でも使用可能なヒューマンイ

ンタフェース等を開発した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 被災建造物内移動ＲＴシステム 

図７ 建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム 
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 【成果発表数】 

分類 
学会発表 

（内 論文数） 特許等 報道等 

件数 

国内 海外 

３３ １５９ ９９ ７７ 

 

本プロジェクトの中間目標では、プロトタイプロボットシステムにより最

終目標として掲げた目標に到達できるような見込みを示すことを求めてい

る。ステージゲート評価では３分野７テーマについての１８グループ全てが

プロトタイプロボットシステムによるデモンストレーションを行った。 

ステージゲート評価では「ステージゲート時点における達成状況」「技術的

評価」「事業的（実用化）評価」「その他の評価」の 4 項目について評価を行

い、それらを考慮した「総合評価」により、ステージゲート通過グループを

選定した。ステージゲートを通過した６グループは、事業化シナリオが明確

であり、技術的評価も優れており、プロジェクト終了後に成果の事業化が期

待できるものとなっている。 

 

Ⅳ．評価に関

する事項 

事前評価 なし 

評価予定 平成 20 年度 ステージゲート評価を実施 

平成 21 年度 中間評価実施予定 

平成 23 年度 事後評価実施予定 

Ⅴ．基本計画

に関する事

項 

策定時期 平成 18 年 3 月 策定 

改訂履歴 

平成 20 年 3 月 中間評価実施時期の変更により、改

訂 

平成 21 年 3 月 最終目標の具体化及びそれに伴う中

間目標の見直しにより、改訂 
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技術分野全体での位置付け（分科会資料 6 より抜粋） 
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 プロジェクト予算 
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「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト」 
全体の研究開発実施体制 

○実施体制
（ステージゲート実施前）

○実施体制
（ステージゲート実施前）

ＮＥＤＯ

■東北大学

■株式会社安川電機
■筑波大学

■三菱電機株式会社

■ファナック株式会社

■独立行政法人
産業技術総合研究所

■川田工業株式会社
■ＴＨＫ株式会社

■財団法人 理工学振興会
■株式会社ハイボット

■特定非営利活動法人
国際レスキューシステム
研究機構

■バンドー化学株式会社
■株式会社シンクチューブ
■ビー・エル・

オートテック株式会社
■独立行政法人

産業技術総合研究所
■独立行政法人

情報通信研究機構
■株式会社ハイパーウェブ
■東北大学

プロジェクトリーダー 産業技術総合研究所 平井成興

■東急建設株式会社

■名城大学
■独立行政法人

産業技術総合研究所
■大阪大学
■清水建設株式会社

再委託

再委託

■スズキ株式会社
■株式会社ビュープラス

■九州大学
■東京工業大学
■トピー工業

再委託

＜市場・技術動向調査、ステージゲート評価基準策定＞
■財団法人 製造科学技術センター

■北海道大学
■名古屋大学
■富山県立大学

■東京大学

■京都大学
■茨城大学
■岡山大学
■慶應義塾大学
■ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｵｰﾄﾓﾋﾞﾘﾃｨ研究所

■日立建機株式会社

再委託

再委託

共同実施

■財団法人
四国産業・技術振興センター

■香川大学
■株式会社プレックス
■宝田電産株式会社
■香川県産業技術センター

■東北大学
■セイコーエプソン

株式会社
■野村ﾕﾆｿﾝ株式会社
■株式会社ﾊｰﾓﾆｯｸ・

ﾄﾞﾗｲﾌﾞ・ｼｽﾃﾑｽﾞ

■早稲田大学

■株式会社 けいはんな
■奈良先端科学技術大学院大学
■オムロン株式会社
■積水ハウス株式会社
■株式会社ﾆﾙﾊﾞｰﾅﾃｸﾉｼﾞｰ(H20.7まで)

■富士通株式会社
■横浜国立大学
■電気通信大学

■村田機械株式会社
■慶應義塾大学
■独立行政法人

産業技術総合研究所

■独立行政法人
産業技術総合研究所

■東芝テック株式会社
■株式会社東芝

①柔軟物も取扱える生産用ロボットシステム

②人間・ロボット協調型セル生産組立システム

①片付け作業用ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

②高齢者対応ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

③ロボット搬送システム

①被災建造物内 移動ＲＴシステム

②建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム

Ⅲ．特殊環境用ロボット分野（SPL:東京大学 教授 淺間 一）Ⅱ．サービスロボット分野
（SPL:筑波大学 教授 油田信一）Ⅰ．次世代産業用ロボット分野（SPL:芝浦工業大学 教授 水川 真）

■三菱重工業
株式会社

■東京大学
■東京工業大学
■株式会社

国際電気通信基礎
技術研究所

■ﾄﾋﾟｰ工業

再委託

■電気通信大学
■株式会社インターネット

イニシアティブ

委託

■金沢工業
大学

再委託

■ﾎｼｻﾞｷ電機
株式会社

再委託

委託

協議

指導

(H19年度より)

 
○実施体制

（ステージゲート実施後）

○実施体制
（ステージゲート実施後）

■三菱電機株式会社

■ファナック株式会社

■特定非営利活動法人
国際レスキューシステム
研究機構

■バンドー化学株式会社
■株式会社シンクチューブ
■ビー・エル・

オートテック株式会社
■独立行政法人

産業技術総合研究所
■独立行政法人

情報通信研究機構
■株式会社ハイパーウェブ
■東北大学
（永谷 圭司 准教授）

プロジェクトリーダー 千葉工業大学 平井成興

■東急建設株式会社
■日立建機株式会社

再委託

再委託

■北海道大学
（金子 俊一 教授）

■名古屋大学
（福田 敏男 教授）

■富山県立大学
（松野 隆幸 助教）

■東京大学
（新井 民夫 教授）

■財団法人
四国産業・技術振興センター

■香川大学（秦 清治 教授）
■株式会社プレックス
■宝田電産株式会社
■香川県産業技術センター

■村田機械株式会社
■慶應義塾大学
■独立行政法人

産業技術総合研究所

①柔軟物も取扱える生産用ロボットシステム

②人間・ロボット協調型セル生産組立システム

①片付け作業用ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

②高齢者対応ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

③ロボット搬送システム

①被災建造物内 移動ＲＴシステム

②建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム

Ⅲ．特殊環境用ロボット分野（SPL:東京大学 教授 淺間 一）
Ⅱ．サービスロボット分野

（SPL:筑波大学 教授 油田信一）
Ⅰ．次世代産業用ロボット分野

（SPL:芝浦工業大学 教授 水川 真）

■積水ハウス株式会社
■千葉工業大学

委託

協議

指導

ＮＥＤＯ○実施体制
（ステージゲート実施後）

○実施体制
（ステージゲート実施後）

■三菱電機株式会社

■ファナック株式会社

■特定非営利活動法人
国際レスキューシステム
研究機構

■バンドー化学株式会社
■株式会社シンクチューブ
■ビー・エル・

オートテック株式会社
■独立行政法人

産業技術総合研究所
■独立行政法人

情報通信研究機構
■株式会社ハイパーウェブ
■東北大学
（永谷 圭司 准教授）

プロジェクトリーダー 千葉工業大学 平井成興

■東急建設株式会社
■日立建機株式会社

再委託

再委託

■北海道大学
（金子 俊一 教授）

■名古屋大学
（福田 敏男 教授）

■富山県立大学
（松野 隆幸 助教）

■東京大学
（新井 民夫 教授）

■財団法人
四国産業・技術振興センター

■香川大学（秦 清治 教授）
■株式会社プレックス
■宝田電産株式会社
■香川県産業技術センター

■村田機械株式会社
■慶應義塾大学
■独立行政法人

産業技術総合研究所

①柔軟物も取扱える生産用ロボットシステム

②人間・ロボット協調型セル生産組立システム

①片付け作業用ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

②高齢者対応ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝRTｼｽﾃﾑ

③ロボット搬送システム

①被災建造物内 移動ＲＴシステム

②建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム

Ⅲ．特殊環境用ロボット分野（SPL:東京大学 教授 淺間 一）
Ⅱ．サービスロボット分野

（SPL:筑波大学 教授 油田信一）
Ⅰ．次世代産業用ロボット分野

（SPL:芝浦工業大学 教授 水川 真）

■積水ハウス株式会社
■千葉工業大学

委託

協議

指導

ＮＥＤＯ
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「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
産業用ロボット以外のロボットの実用化が期待されていながら民間企業によ

る実現が困難な現状を考えるとき、各種分野における実用化・事業化を目的と

する本プロジェクトは NEDO の事業として妥当である。ステージゲート方式、

プロジェクトリーダーおよびサブプロジェクトリーダーの密接な指導、さらに

ユーザーを巻き込んだ開発体制により、事業化指向が明確になり、開発の完成

度が高くなっている。 
３年間で１８種類のプロトタイプシステムを開発し、実証実験まで実施でき

たグループもあり、中間目標をほぼ達成し、最終目標も技術的には達成可能で

あると判断される。また、多くの個別テーマで実用化可能性がかなり明確に示

されている。 
しかし、実用化・事業化を強調するために、達成目標が実用化できる範囲に

設定されたテーマも散見され、今後ブレークスルーとなる革新的な技術への取

り組みを更に強化することを期待する。 
高齢者対応 RT システム分野については、再公募で選定されたグループが最終

目標を今後の 2 年間のみで達成できるように、目標達成に向けて最大限の検討

を行うべきである。 
 
２）今後に対する提言 
本 PJ の成果は、自社内での実用化が可能な企業については、まずは自社内で

の複数の実用化実現を期待したい。 
また、基盤要素技術活用の明確化や、他プロジェクトの成果利用、本プロジ

ェクトで開発した要素技術の他プロジェクトへの展開など、使える技術を相互

に利用評価できる環境の整備を行うことで、投じた予算をロボットシステム実

用化に向けてより有効に使うことが出来ると考える。 
ステージゲート方式は、事業化、実用化を強く意識したプロジェクトを実施

する場合には効果があると認められるので、今後も改良しながら積極的に適用

するのが良い。しかし、NEDO の今後の研究開発支援の在り方に大きく影響す

るため，ステージゲート方式を実施して本当に良かったのかどうか，従来方式

の方が良いのかの総括が必要である。 
また、ロボット開発→実用化のステップを加速して行くには、今まで NEDO
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のプロジェクトで開発された要素技術がどこまで完成され、また、今後どの点

を強化すべきかのまとめと、ロードマップの見直しが必要である。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

産業用ロボット以外のロボットの実用化が期待されていながら、民間企業の

自主的な研究開発による実現が困難な現状を考えるとき、ロボット・新機械イ

ノベーションプログラムで設定されたミッション達成のためのロボットシステ

ムおよび要素技術を研究開発することは重要であり、このような研究開発への

NEDO の関与も妥当である。産業用ロボット以外にロボットの市場が創出でき

れば、ロボットメーカーだけでなく部品メーカーにも大きな波及効果が見込ま

れ、日本のロボット技術の向上に大きく貢献すると予想する。 
一方、本事業における新技術の研究開発と事業化の位置付けを明示するとと

もに、企業内の技術開発では達成し得ない、種々の実用化分野での基盤となる

高度な要素技術開発への取り組みを期待する。 
また、RT 技術については 2004 年前後から５つ以上のプロジェクトが取り組

まれてきたが、その中でどの様な課題が見えて来たかをまとめ、今後どの様な

キー技術に対してブレークスルーが必要かの議論を行い、次のプロジェクトへ

の方向性を提言して行く等の運営が必要と考えられる。 
 
２）研究開発マネジメントについて 

次世代産業用ロボット、サービスロボット、および特殊環境用ロボットの３

分野における 7 つの研究開発テーマは、ロボットの実用化の目的によく整合す

る適切な研究開発目標である。実施体制にユーザーを取り込み、現場に近い環

境で現地調査し、実社会で使える RT システムを目指していることは評価できる。

プロジェクトリーダー等の選定も適切である。また、ステージゲート方式、プ

ロジェクトリーダーおよびサブプロジェクトリーダーの密接な指導、さらにユ

ーザーを巻き込んだ開発体制により、事業化指向が明確になっている。 
一方、各々の研究テーマの難易度，取り巻く環境，背景はそれぞれ異なるの

で，目標にした技術の完成度、商品のレベルなど、国内外のレベルでのベンチ

マークなどを踏まえ、それぞれの特徴とそれに見合った成果や最終目標を明確

にすべきである。 
ステージゲート方式による競争原理の導入は，目的をより良く達成するため

の積極的な取り組みの一つであると高く評価できる。 
しかし、高齢者対応 RT システム分野では、全ての研究グループがステージゲ

ートを不通過となり、再公募で新しいグループが後半 2 年間のみで零から実用

化・事業化を目指すことになった。これは大きな決断を要するマネジメントの

ステップであったが、リスクの大きなものであり、今後の進展に課題を残す。 
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３）研究開発成果について 
３年間で１８種類のプロトタイプシステムを開発し、利用分野での実証実験

まで実施できたグループもあり、内容的にも高い評価が出来る。特に、ステー

ジゲート評価で選定された６グループは、中間目標をほぼ達成しており、成果

の水準も高い。最終目標も技術的には達成可能であると判断される。世界に先

駆けて、産業ロボット以外の市場を切り開こうという点では、成果の意義、水

準、新市場開拓の可能性ともに、優れた成果があった。 
技術的な新規性が少ないとしても，実用化・事業化を目指すというプロジェ

クトの性格に照らして，成果の意味を損なうことにはならないが、今後ブレー

クスルーとなる革新的な要素技術へのより一層の取り組みを期待する。 
特許は、国内出願は多数あるが外国出願の報告がない。この原因について分

析するとともに、国際的な事業化の検討の動機付けが求められる。 
高齢者対応 RT システム分野の 3グループについては、中間目標を達成してい

ないと判断される。再公募で選定されたグループが最終目標を今後の 2 年間の

みで達成できるかどうかは不明であるが、目標達成への方針について、最大限

の検討を行うべきである。 

 
４）実用化、事業化の見通しについて 
多くの個別テーマで実用化可能性がかなり明確に示されている。ほとんどの

テーマが現地実証実験を実施しており、実用化に向けた課題もほぼ明らかにさ

れている。また事業化年度を明示するなど事業化までのシナリオを具体的に示

している点は評価できる。 

ユーザーを巻き込んだ開発体制は、事業化に向け説得力がある。実際のユー

ザーの意見を取り入れて方針を修正したり、あるいはさらに明確にしたりする

形でプロジェクトを進めていることは、他の NEDO の事業と比べても、実用化

の可能性を高めているといえる。 

一方、さまざまなテーマについて、実用化事業化までの課題が定性的には示

されているが、コスト削減や作業時間の短縮などの度合いの定量的な説明があ

まり具体的ではない。一部の個別テーマでは、要素技術の段階を超えたばかり

で実用化の見通しがまだ得られていないものもある。事業化とそれに伴う経済

効果等の見通しについて、より明確にすることを期待する。 

普及型での実用化にはユーザーに合わせた機能の絞込や標準化を含め何段階

かの課題克服が必要であろう。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化の見通しに関する評価 今後に対する提言 
次世代産業用 
ロボット分野 

二つのテーマともに、産業用ロ

ボットの市場を広げると同時に，

国内製造業の生産技術の向上を

図る上で，きわめて妥当なテーマ

設定であり、ほぼ中間目標を達成

している。 
一方、海外での事業展開を考え

ると外国特許出願が必要と考え

る。 
「柔軟物も取り扱える生産用

ロボットシステム」は、実際の工

場に近い条件下でのケーブル付

きコネクタの自動組み付け実験

に成功しており、最終目標達成の

目処を立てている。柔軟物を対象

とした一連のサーボアンプ組み

立ての実現の目途がついたこと

で、今後さまざまな組み立て作業

に展開が期待できる。一方、自動

復旧時の成功率、確実性がライン

対象としている作業、及び類似

作業については、実用化の可能性

は高いと考えられる。実証システ

ムによる実験により開発システ

ムの有効性を技術的に確認して

おり、実用化、事業化に向けての

見通しが立っていると考えられ

る。しかし、今後の技術開発成果

の広範な波及には、種々の作業に

対応するための追加的な開発も

必要である。 
「柔軟物も扱える生産用ロボ

ットシステム」は、ロボット、セ

ンサー、プログラミングシステム

を個々に事業化製品として計画

している点は、実際的な計画と考

える。生産ロボットシステムが実

際に人間と置き換わっていくた

めには、価格の見通しを示すとと

もに、価格が高いときはさらに生

複数の作業を想定し、各要素技

術、コスト、開発時間などを具体

的に示すことにより、汎用性や新

規技術を明確にすべきであろう。 
「柔軟物も扱える生産用ロボ

ットシステム」において、種々の

対象物のハンドリングが可能と

なるように高度化されることを

期待する。 
「人間・ロボット協調型セル生

産組立システム」において、人

間・ロボット協調セル生産と全自

動化組み立てシステムとの関係

（住み分け、移行など）の今後の

展望を示すことが望まれる。また

人間にとって作業では負担の大

きい作業を更に代替するセル生

産組立システムへの高度化を期

待する。 
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適用時の成否のポイントとなる

と考えられ、今後その点の十分な

検討が期待される。 
「人間・ロボット協調型セル生

産組み立てロボットシステム」

は、ロボットによる安全な作業支

援と作業台下面モニターからの

高度な作業情報提示によって、作

業初心者でも高い生産性を確保

できることを確認しており、最終

目標の達成可能性が高い。しか

し、実証システムにおいては、組

立所要時間の短縮だけでは有効

性が明確には示されず、作業支援

と作業情報提示の効果を分離す

るなど総合的に効果を示す必要

がある。 

産性を高める必要がある。 
「人間・ロボット協調型セル生

産組立システム」は、中量・少量

生産での組立工程への適用、セル

生産の自動化という面で、適用可

能性は明確である。事業化に向け

ての課題を整理するとともに、ま

ずは自社内での複数の実用化実

現を期待したい。 
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サービス 
ロボット分野 

それぞれのテーマの技術レベ

ルや背景は全く異なるものの、ニ

ーズにマッチした開発を行い、着

実に成果を出している。 
「片付け作業用マニピュレー

ション RT システム」では、適用

する工程をしっかり分析し、実効

性の高いシステムが組み上げら

れている。ターゲットユーザーを

明確にした取り組みであり実証

実験の繰り返しによる事業化の

方向性が見えており、有効な成果

が得られた。今後は、コスト、構

造・機能の最適性の十分な考察

と、リネンサプライ業務以外への

汎用性に関する議論が必要であ

る。 
「ロボット搬送システム」で

は、実際の病院内での実験により

人のいる環境でのワゴン牽引搬

送が可能であることを確認し、最

終目標の達成が期待できる。一

事業化に向けては、両テーマと

もは作業者や院内従事者との干

渉など、人との接触リスクに対し

てどの様に対応していくのか、リ

スクアセスメントがどのレベル

まで実施されているのかを明確

にして行く必要がある。 
「片付け作業用マニピュレー

ション RT システム」の洗濯物ハ

ンドリングについては、リネンサ

プライ企業での実証試験を踏ま

えながら改良を加え製品化する

プロセスは、今回の多くの開発課

題の中で最も事業化に結びつく

システムと評価する。「定形物ラ

イン」は今後の課題も明確であ

り、事業化の見通しも納得でき

が、「混流ライン」はかなり高度

な技術を必要とすると考えられ、

目標達成には今後の大きな努力

が必要である。一方、食器ハンド

リングに関しても、事業化に向け

サービスロボットの実用化、事

業化において、安全は重要なファ

クターであり、評価基準の中に人

との接触など安全に関する評価

項目が重点明記される事が望ま

れる。また、サービスロボット分

野はロボットシステムとして最

も利用拡大が期待される分野で

あり、他のプロジェクトとの関係

の明確化（役割の明確化）と相互

の要素技術利用や情報交流など

広い視野での普及に向けた取り

組みに期待する。 
洗濯物ハンドリングで」は、多

種多様の対象物も扱えるように

高度な機能が必要とされるとと

もに、如何にシンプルにしていく

かが今後のポイントであると考

える。 
「ロボット搬送システム」は、

如何にすれば導入・採用してもら

えるかが今後のポイントであり、
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方、純粋に技術的な課題もさるこ

とながら、受け入れられやすさや

安全性などの要素が極めて重要

になると考えられ、その問題点、

課題点の抽出と対応が必要であ

ろう。 
「高齢者対応コミュニケーシ

ョン RT システム」では、3 グル

ープがいずれもステージゲート

評価を通過しなかったが、そのこ

とをもってステージゲートまで

に得られた知見の価値が低いと

いうことは出来ない。実用化を狙

う本プロジェクトでは、テーマ設

定時に対象者・対象施設を明確に

するなど、より市場ニーズに合っ

た開発目標を設定すべきであっ

た。 

ての技術的課題がたくさん残さ

れ、今後さらなる実証実験が必要

である。 
「ロボット搬送システム」につ

いては、反射板等のガイドなしで

自律移動できる搬送システムは、

既存の病院に導入しやすいロボ

ットシステムで、複数の病院での

実証試験を経て、製品販売を計画

しており、自律移動ロボットの新

市場の開拓が期待できる。出来る

ところから導入を少しずつ進め

ていく必要があり、事業化に向け

た、技術以外の戦略と戦術を詰め

る必要がある。事業の拡大には当

初から海外展開の計画が必要で

はなかろうか。 

実用化・商品化のための達成目標

を明確にし、事業化に向けた戦略

と戦術の十分な検討が必要であ

る。 
「高齢者対応コミュニケーシ

ョン RT システム」は、再公募で

新たに選定されたグループが今

後2年程度で所期の成果を挙げら

れるように、関係者の間で研開発

計画を慎重に検討することが望

ましい。 
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特殊環境用 
ロボット分野 

特殊環境用ロボット分野の成果は、

他の技術と比較して優位性が認めら

れ、また様々な応用や適用が期待でき

る点で評価できる。一方、ヒアリング

などにより客観的に仕様を決めている

ことは理解できるが、実際に出来た場

合にそれらの機能がすべて必要不可欠

なのかを再度検討する必要がある。 
「被災建造物内移動 RT システム」

では、高速不整地走破用の Kenaf とド

ア開け用アームを備えた UMRS を開発

するなど、操作性の高いインターフェ

ース、オペレータの負担を軽減する半

自律制御など実用性の高いシステムが

開発されている。一方、ドア開けなど

の重量作業用ロボットと瓦礫環境で走

行する移動ロボットとは利用する環境

が大きく異なる。後者に重点化した開

発のみでよいのではないだろうか。ま

た、探査群ロボットシステムは災害現

場での熱負荷や水などに対しどの程度

の耐久性を持ちえているかの評価も必

「被災建造物内移動 RT シ

ステム」では、ユーザーが消

防関係のニーズに基づいて開

発を進め、またプロジェクト

終了 1 年で事業化する見通し

であるなど、実用化に向けて

の道筋は明確であるといえ

る。災害救援は社会的に大き

な関心が持たれているテーマ

であり、閉鎖空間探査ロボッ

ト技術の波及効果は大きい。

今後、実用化・事業化に向

けての課題およびその解決方

針をより明確に整理し、災害

対策用として政策的に配備す

る方策を NEDO とともに計

画するなど、事業ベースの視

点で戦略を立てる必要があ

る。 
「建設系産業廃棄物処理

RT システム」では、実用化に

向けた基礎技術についての着

「被災建造物内移動 RT シス

テム」は、これまでの開発の経

緯を踏まえ、ターゲットを絞っ

たビジネスモデルを策定した実

用化に向けての取り進めが必要

である。画像などによる状況把

握機能とともに、さまざまな環

境の中での人の存在検出・探査

能力の開発を更に強化すること

が期待される。 
「建設系産業廃棄物処理 RT

システム」は、新しい工法なの

で、少しずつ試行しながら進め

るべきである。建設系システム

は、それぞれが大がかりなので、

全て出来てからではなく、少し

ずつでも成果物を実際に導入

し、効果を検証し、それに基づ

いて常に方向性を検証してゆく

必要がある。実用化に向けては、

業界標準となる安全性と操作性

を兼ね備えた操作性の高い双腕
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要と考える。更に、閉鎖空間探査ロボ

ットでは、特許化が望ましいか否かの

判断をなるべく早くすることが望まれ

る。 
「建設系産業廃棄物処理 RT システ

ム」では、複合廃棄物分離作業用の双

腕マニピュレータと廃棄物の選別を行

う判定移送装置の開発おいて成果を挙

げている点が評価される。一方、要素

技術の開発は進んでいるが、それらを

統合したシステムについての検討が遅

れている。廃棄物材質の判別精度結果

として 65%以上の結果を得たとして

いるが、この精度でこのシステムのメ

リットが生み出せる目標値に達してい

るのかどうかが不明確である。 
また、国内特許出願はあるものの外

国特許出願がない。国際的事業化の観

点から知財戦略が必要であろう。 

実な成果が得られている。解

体工事事業者として事業化

し、工法協会を設立してその

普及を図る計画は、事業展開

の広がりを推進するものとし

て評価出来る。実際にマニピ

ュレータを完成させており、

今後解決すべき問題は少なく

ないと見られるものの、実現

場などでの検証を効率的に積

み重ねていけると期待する。

従来法から脱却するために

は、装置の開発と同時に、オ

ペレータや運用の整理・整備

が不可欠であろう。 
 

 
 
 

マニプレータの操作システムを

開発し、普及させることを期待

する。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.7 

2.0 

1.6 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.0 A B B B C B B
２．研究開発マネジメントについて 1.6 B B B C B C C
３．研究開発成果について 2.0 B A B B B C B
４．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B B B C B C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

 
次世代産業用ロボット分野 

 
サービスロボット分野 
 

1.9 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
特殊環境用ロボット分野 

1.9 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 

1.9 

1.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

次世代産業用ロボット分野 
 １．研究開発成果について 1.7 A B C C C B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 B A B B C B C
サービスロボット分野 
 １．研究開発成果について 2.0 B B B B B B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 B C B B B B B
特殊環境用ロボット分野 
 １．研究開発成果について 2.0 B B A B C B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 B A B B C B C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 
 
 
 
 
 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


